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グループホーム 笹森の屋  重要事項説明書 

 

グループホーム 笹森の屋の利用開始にあたり、厚生省令第３９号第４条に基づいて、

重要事項を次の通りに説明します。 

 

１．施設経営法人 

 （1）法人名    社会福祉法人 寿清会 

 （2）法人所在地  宮城県大崎市古川清滝字笹森１１８番１ 

 （3）電話番号   ０２２９－２９－２６８８ 

 （4）代表者氏名  理事長 村田 秀彦 

 （5）設立年月日  平成１３年９月４日 

 

２．施設の概要 

 （1）事業の目的  

     笹森の屋が行う指定認知症対応型共同生活介護事業及び指定介護予防認知症対

応型共同生活介護事業に関し必要な事項を定め、適正かつ円滑な事業運営に努め

要介護者（要支援者）であって認知症の状態である高齢者に対し、適切な認知症

対応型介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護を提供することを目的とする。 

 （2）施設運営の方針 

    指定認知症対応型共同生活介護事業及び指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業は要介護者（要介護１～５）もしくは要支援者（要支援２）であって認

知症の状態にある高齢者に対し、共同生活住居において家庭的な環境の下で、日

常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ

自立した生活ができるようにするものとする。 

 （3）施設の名称   グループホーム  笹森の屋 

 （4）施設の所在地  宮城県大崎市古川清滝字笹森１１８番１ 

 （5）電話番号    ０２２９－２９－２５９０ 

 （6）管理者     小野寺 大 
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 （7）施設の種類及び説明 

   認知症対応型共同生活介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護施設 

    ・「認知症対応型共同生活介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護」とは

要介護者（要支援者）で共同生活を営むことに支障のない認知症高齢者を対

象としています。居室、居間、食堂、台所、浴室、その他利用者が日常生活

を営む上で必要な設備を設け、少人数で家庭的な共同生活をすることにより、

自立支援と認知症の症状の緩和を図ります。 

    ・入所するためには、介護保険制度における要介護認定を受け要介護者（要介

護１～５）及び要支援者（要支援２）と認定された方を対象としています。 

 （8）開設年月日   平成１４年１０月１日 

 （9）交通機関    ＪＲ古川駅から車で約３０分 

            東北自動車道古川ＩＣから車で約２５分  

 （10）土地建物の面積 

    ・施設全体   ６．９９７㎡ 

    ・建物面積   ６８９．９８㎡ 

 （11）居室の概要 

   当グループホームでは以下の居室をご用意しています。  

       全室個室   １３．０９㎡ ９室  １３．８７㎡ ９室 

 （12）ユニット数、棟数    ２棟 

 （13）入所定員       笹の屋９名   森の屋９名 

 （14）居室以外の設備等 

食 堂   笹の屋・森の屋    各 1室 

台 所   笹の屋・森の屋    各 1室 

浴 室   笹の屋・森の屋    各 1室 

談話室   笹の屋 ２室  森の屋 １室 

      倉 庫   笹の屋         １室 
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３．入居に関する事項 

 （1）入居の条件 

   ・利用は、要介護認定の結果、要介護・要支援２と認定された方が対象と 

なります。 

    介護保険の被保険者証をご提示いただきます。 

   ・利用の場合は、重要事項説明の後、契約書を取り交わしていただきます。 

   ・少人数による共同生活を営むことに支障がない方。 

   ・自傷他害の恐れのない方。 

   ・当施設は、医療機関ではありませんので、入院加療を必要とする方は入居 

できません。 

 （2）持ち込み制限 

   ・居室に入る範囲でお持込みは可能ですが、ご相談下さい。 

 

４．職員の配置状況 

（1）職種 

管理者 １名 計画作成担当者 １名 介護職員 

ユニット毎に５名以上 

   ※介護職員は各ユニット毎に利用者 3名毎に 1名以上、夜間 1名配置 

 

（2）職務内容 

管 理 者 

福祉施設の運営管理及び業務の実施状況の把握、その他の

管理を行ないます。また管理業務に支障がない限り、生活支

援等の介護業務も行います。 

計画作成担当者 
施設サービス計画の作成や日常生活相談及び直接生活処遇

に関る業務を行ないます。 

介護職員 生活介護・生活支援に関わる業務を行ないます。 
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 （3）職員の勤務体制 

勤務形態 始業時間       終業時間       休憩時間 

早 出 7：30        16：30        12：00 

日 勤 8：30        17：30        13：00 

遅 出 10：00        19：00        14：00 

夜 勤 16：30         9：30          2：00 

 

 （4）夜間の勤務体制は各ユニット毎に１名 

 

５．提供するサービスと費用 

 （1）介護保険給付対象の主なサービス 

   ア 食 事 

      食事は、栄養士が献立を作成し毎食自炊を行います。又自立支援のために

離床し、食堂で食事を取っていただくことを原則とします。 

     ※食事時間   朝食 8：00   昼食 12：00   夕食 18：00   

   イ 入 浴 

      利用者が清潔で快適な生活を送ることができるよう、希望により１週間に

２回以上の入浴サービスの提供を行う。体調不良等の場合は清拭を行ないま

す。 

   ウ 排 泄 

      おむつはその人にあった交換、介助を随時行ないます。プライバシーの保

護には十分配慮し、自立排泄が可能となるように援助し、おむつは極力最後

の手段とします。 

   エ 離 床 

    ・寝たきり防止のため、できる限り離床して過ごせるよう配慮します。 

    ・生活のリズムを考え、毎朝着替えを行えるよう配慮します。 

    ・個人としての尊厳に配慮し、適切な整容が行われるよう援助します。 
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   オ 相談及び援助 

    ・利用者及びその家族等からの相談については、誠意を持って対応し、可能な

限り必要な援助を行うように努めます。 

   カ 社会生活上の便宜 

    ・利用者のための便宜、レクリエーション行事を実施します。 

    ・利用者が日常生活を営むのに必要な行政機関に対する手続きが必要な場合、

利用者及びその家族の状況によっては、その代行をします。 

    ・常に利用者の家族との連携を図るとともに利用者との交流の機会を確保でき

るように努めます 

  

（2）介護保険給付対象サービス料金 

   ア 介護サービス利用料金 

    ○ 認知症対応型共同生活介護（Ⅱ） 

介護予防認知症対応型共同介護施設サービス（Ⅱ）（３０日） 

要支援２ ７４９単位 ２２，４７０円 

要介護１ ７５３単位 ２２，５９０円 

要介護２ ７８８単位 ２３，６４０円 

要介護３ ８１２単位 ２４，３６０円 

要介護４ ８２８単位 ２４，８４０円 

要介護５ ８４５単位 ２５，３５０円 

※ 管理費及び、水道光熱費については別に費用がかかります。 

※ 月の中途における入居または退居の場合の利用料は、日割り計算とい

たします。 

イ 初期加算 

      入居した日から起算して３０日以内については、初期加算として１日につ

き３００円から９００円の負担割合に応じた自己負担があります。３０日を

超える病院又は診療所への入院後に再び入居した場合も同様とします。 

＊ 指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準 
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（平成１２年厚生省告示第２０号）に定めるところとします。 

   ウ サービス提供体制強化加算（Ⅲ）負担割合に応じて 1 日 6 円から 18 円 

     ・当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護職員の総数のうち、勤続 

年数７年以上の者の占める割合が１００分の３０以上であること。 

     ・別の告示で定める利用定員・人員基準に適合している。 

＊ 厚生労働大臣が定める当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲 

げる所定数を加算いたします。 

  

   エ 退居時相談援助加算         １人につき   ４００円 

    ＊ 利用期間が１ヶ月を超え退居され、居宅サービス又は地域密着型サービス

を利用する場合において、退居時に利用者様及び家族様等に対して退居後の

居宅サービス、地域密着型サービスその他の保健医療サービス又は福祉サー

ビスについて相談援助を行います。又、２週間以内に利用者様の退居後の居

宅地を管轄する市町村、老人介護支援センター、地域包括支援センターに対

して、介護状況を示す文書を添えて利用者様に掛かる居宅サービス又は地域

密着型サービスに必要な情報を提供いたします。 

 

   オ 介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）    

    ＊ 厚生労働大臣が定める当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる所定数を

加算いたします。 

１）介護保険適用分の月額合計×１７．８％ 

・認知症対応型生活介護費+各種加算の月額合計額に１７．８％を乗じ

た額が加算となります。 

    

   カ 入院時費用        負担割合に応じて１日２４６円から７３８円 

    ＊ 医療機関へ入院され退院にむけての支援を行います。 

（１回の入院にて１ヶ月の間に６日まで） 

 キ 介護保険の給付限度内であれば、利用者の負担は１割から３割となります。 
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 ク 協力医療機関連携加算  負担割合に応じて月額１００円～３００円 

① 入居者（入所者）の病状が急変した場合において医師又は看護職員が相談

対応を行う体制を常時確保しています。 

② 診察の求めがあった場合において診療を行う体制を常時確保しています。 

 

   ケ 医療機関連携加算Ⅰハ 負担割合に応じて日額３７円～１１１円 

① 事業所の職員として、又は病院、診療所若しくは訪問看護ステーションと

の連携により、看護師を１名以上確保しています。 

② 事業所の職員である看護師、又は病院、診療所若しくは訪問看護ステーシ

ョンの看護師との連携により、２４時間連絡できる体制を確保しています。 

   コ 認知症チームケア推進加算（Ⅱ）負担割合に応じて月額１２０円～３６０円 

① 事業所又は施設における利用者又は入所者の総数のうち、周囲の者による

日常生活に対する注意を必要とする認知症の者の占める割合が２分の１以

上。 

② 対象者に対し、個別に認知症の行動・心理症状の評価を計画的に行い、そ

の評価に基づく値を測定し、認知症の行動・心理症状の予防等に資するチ

ームケアを実施します。 

③ 認知症の行動・心理症状の予防等のサポートをします。認知症ケアについ

て、カンファレンスの開催、計画の作成、認知症の行動・心理症状の有無

及び程度についての定期的な評価、ケアの振り返り、計画の見直し等を実

施します。 

④ 認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症介護に係る専門的な研修

を修了している者を１名以上配置しております。複数人の介護職員からな

る認知症の行動・心理症状に対応するチームを組んでいます。 

 

（3）介護保険給付対象外の主なサービスと料金（自己負担となるサービス） 

ア 管理費        ２５，０００円（月額） 

イ 食 費        ４２，０００円（月額） 

ウ 理髪代              実費 

エ おむつ代  ・紙おむつ  Ｍ１枚 ９０円  Ｌ～ＬＬ各１枚 １００円 

・紙パンツ  Ｍ１枚 ９０円  Ｌ～ＬＬ各１枚 １００円 

・尿取りパット １枚 ３０円 
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オ 居室の水道光熱費・雑費     実費 

カ 指定認知症対応型共同生活介護及び指定介護予防認知症対応型共同生活介護

において提供されるサービスのうち、日常生活においても通常必要であるもの

に係る費用であって、利用者に負担させることが適当と認められる費用 

キ 複写物代  コピー代 １枚につき１０円  

ク 印刷物代  １枚（Ａ４版）につき５０円 

 

（4）消費税 

・介護保険給付対象外の自己負担については、別途消費税がかかる場合が    

あります。 

（5）利用料金の改定 

・介護保険給付対象のサービス利用料金については、介護給付費体系の変更が  

あった場合は変更になります。 

・介護保険給付対象外のサービス利用料金については、経済状況の著しい変更、

その他やむを得ない事由がある場合には、事前に説明したうえで、利用料金を

変更することがあります。 

 （6）高額介護サービス費の制度 

    高額介護サービス費として払い戻し手続きがありますので、お住まいの市町村

にお問い合わせ下さい。 

 

６．利用料金のお支払方法 

   ・当月料金合計額の請求書に明細を付して翌月の１０日までに支払者に送付いた

します。 

   ・前項の請求書に基づき、当月の料金の合計額を翌月２７日までに事業者に支い

ください。 

 

７．金銭等の管理（清算） 

事務所にて管理している金銭等は契約の中途解約等により清算の必要が生じた 

場合は、速やかに返還いたします。（別紙現金取扱い要領参照） 
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８．認知症への対応・身体拘束について 

・他の利用者の生活又は健康に重大な影響を及ぼすなど、通常の介護方法では、

これを防止できない場合はその後のサービス提供方法を相談させていただくこ

とがあります。 

・緊急やむを得ない場合について（生命に影響を及ぼす恐れがある、他者に身体

的苦痛を及ぼす恐れがある通常の介護方法で対処出来ない場合）事前に利用者

及びその家族へ十分な説明をし、同意を得るとともに、その態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由について記録します。 

 

９．虐待の防止について 

・虐待の防止について、利用者の人権擁護、虐待の発生、またはその再発を防止

するため、以下の取り組みを実施いたします。 

 （1）虐待の防止のための対策を検討する委員会を月１回開催、その結果について職

員に周知徹底していきます。 

（2）職員に対し、虐待防止のための研修を定期的に開催します。 

 

〇 虐待の防止対策担当者   管 理 者  小野寺 大 

 

１０． ハラスメント対策 

当施設は、利用者に対し適切なサービス提供を確保する観点から、業務上必要  

かつ相当な範囲を超えたものにより、職員の就業環境が害されることを防止するた

めの方針を明確化しております。 

 ・職員が利用者に対してハラスメントを行う事の他に、利用者から職員に対するハラ

スメントについても対策を行っております。 

 

１１．施設と家族、地域の交流 

・施設と家族、地域との交流の場として、定期的な施設行事や必要に応じた家族

会活動を実施します。 
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・定期的及び随時ボランティア・見学者の受け入れを行なっています。 

 

１２．医療の提供 

    医療を必要とする場合は利用者の希望により下記の協力医療機関において診

療や入院治療を受けることができます。（但し、医療費等は利用者負担） 

（1） 協力医療機関 

① 佐々木医院 内科 精神科 診療内科（大崎市） 

② 高橋医院 内科 （大崎市） 

③ 高清水診療所 外科 （栗原市） 

  ④ＰＦＣ ＨＯＳＰＩＴＡＬ 神経内科 精神科 内科 （大崎市） 

 

 （2）協力歯科医療機関 

    ①高橋歯科診療所 （大崎市） 

 

 （3）入院を必要とする場合の対応、入院期間中の取り扱い 

・本人の入院治療が必要となった場合には、医療機関を紹介します。 

・医療機関に入院した場合には、３ヶ月以内に退院すれば、退院後も再び施設 

に入居できます。（但し、主治医等から継続的な医療行為が必要という判断が 

あった場合は除きます。） 

・利用者が３ヶ月を超えて医療機関に入院する場合には、契約は解約になります。 

     （３ヶ月を超えた時点で退院する日が決まっている場合を除く） 

 

１３．契約の終了について 

・契約解除の１ヶ月前までに書面で通知することにより、この契約を解約するこ

とができます。ただし、入居者の疾病、急な入院などやむを得ない事情がある

場合は、契約終了希望日の１ヶ月以内の通知でもこの契約を解約することがで

きます。 

・利用者のサービス利用料金の支払いが正当な理由がなく２ヶ月以上遅延し料金

を支払うように催告したにもかかわらず７日間以内に支払わない場合。 
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・利用者の行動が、利用者又は他利用者の生命又は健康に重大な影響を及ぼすお

それがあり、事業所が十分な介護を尽くしてもこれを防止できない場合。 

・利用者が故意に法令に違反する行為をなしたことにより、施設運営に重大な支

障をきたし、改善の見込がない場合。 

    

※ 次の事項に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。 

・利用者が、他の介護保険施設に入所した場合。 

・利用者の要介護認定区分が、自立又は要支援１と認定された場合。 

・利用者が３ヶ月を超えて医療機関に入院した場合。 

（３ヶ月を超えた時点で退院する日が決まっている場合を除く） 

・利用者が死亡した場合。 

１４．契約の終了に伴う援助 

    契約の解約又は終了により利用者が退居することになったときは、利用者及び

その家族等の希望、利用者が退所後に置かれることとなる環境などを勘案し、 

居宅介護支援事業者に対する情報の提供、その他の保健医療サービスを提供する

者との密接な連携に努め、円滑な退所のために必要な援助を行ないます。 

 

１５．身元引受人 

    事業者は、利用者に対し、身元引受人を求めることがあります。身元引受人は、

次の各号の責任を負います。 

・利用者が疾病等により医療機関に入院する場合、入院手続きが円滑に進行する

ように協力すること。 

・契約終了の場合、事業者と連携して利用者の状態に見合った適切な受入先の  

確保に努めること 

・利用者が死亡した場合の遺体及び遺留金品の引受その他必要な措置をすること。 

 

１６．非常災害対策・感染症対策 

 （1）消防計画 

     当事業所は、消防法に基づき、防火管理者を選任し消防計画を作成して消防
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署へ届出をしています。 

 

（2）防災訓練 

     当事業所は、火災や自然災害を想定した、消火・通報・非難等の部分訓練並

びに総合防災訓練を年２回以上実施しています。 

 

 （3）防災設備の設置 

     当事業所は、自動火災報知設備、非常通報設備（放送）、消火器等の法令に

定める防災設備が完備されています。 

 

 

  (4) 業務継続計画（ＢＣＰ）による非常災害および感染症対策 

     当事業所は、感染症や災害などの非常災害時においても、サービスが継続し

て提供できるよう、非常災害計画の策定、災害訓練の実施を行っております。 

    〇 非常災害対策担当者 

      管 理 者  小野寺 大 

 

１７．苦情解決体制について 

 （1）当施設における苦情の解決  

    ○ 苦情解決責任者   

管  理  者  小野寺 大   ℡0229-29-2590 

 （2）当施設における苦情の受付 

   ○ 苦情受付担当者  

    グループホーム笹の屋ユニットリーダー 鎌田 恵子  ℡0229-29-2590  

グループホーム森の屋ユニットリーダー 佐々木 彰子 ℡0229-29-2590 

     また、苦情受付ボックスをグループホーム内に設置しています。 

 

 （3）当施設における第三者委員 

    ○ 第三者委員    我妻 哲 
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               佐藤 洋子 

 （4）苦情解決の方法 

   1. 苦情は面接、電話、書面などにより苦情受付担当者又は第三者委員が随時受

け付けます。 

 

   2.苦情受付の報告・確認 

     苦情受付担当者が受け付けた苦情を苦情解決責任者と第三者委員（苦情申立

委員が第三者委員への報告を拒否した場合を除く）に報告いたします。第三者

委員は内容を確認し苦情申立人に対して、報告を受けた旨を通知します。 

   3.苦情解決のための話し合い 

     苦情解決責任者は、苦情申立人と誠意をもって話し合い、解決に努めます。

その際、苦情申立人は、第三者委員の助言や立会いを求めることができます。 

 

4.苦情受付機関 

大崎市 高齢障がい福祉課 大崎市古川七日町 1-1   ℡0229-23-6085 

国民健康保険団体連合会 仙台市上杉１丁目 2-3   ℡022-222-7700 

福祉ｻｰﾋﾞｽに関する運営適正化委員会 仙台市青葉区本町三丁目 7-4   

 ℡022-716-9674 

第三者委員 我妻 哲 

      佐藤 洋子 

大崎市古川清滝字笹森 79  ℡0229-29-2544 

大崎市古川清水沢字狩野 4  ℡0229-29-2718 

 

１８．当施設の留意事項 

 （1）面 会 

・面会時間は特に設けていませんが、早朝深夜の場合はご連絡下さい。 

・面会のときは、面会簿に氏名等をご記入のうえ、職員に声をかけてから居室に

お入り下さい。 

・風邪、その他の感染症疾患にかかっている方は、ご遠慮下さい。 

・面会時に餅類や生もの類をご持参された場合は、必ず介護職員にご相談下さい。

また、利用者、他の人に対しておすそ分け等は、必ず介護職員にご相談下さい。 
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 （2）外 出      

・主治医から外出を禁じられている場合を除いて、ご家族同伴であれば特に制限

ありません。５日前までに介護職員に届出書を提出してください。 

  

（3）外 泊      

・主治医から外泊を禁じられている場合を除いて、ご家族同伴であれば特に制限

ありません。５日前までに介護職員に届出書を提出してください。 

  

（4）喫煙･飲酒 

・喫煙は、決められた場所でお願いします。火気類（ライター、マッチ等）は介

護職員がお預かりします。飲酒はご相談下さい。 

 

 （5）居室･設備 

・施設内の居室や設備、器具は本来の用法に従ってご利用ください。また、これ

に反した利用により破損等が生じた場合は、弁償していただくことがあります。 

 

 （6）迷惑行為  

・騒音など他の利用者の迷惑になる行為はご遠慮願います。また、むやみに他の

利用者の居室などに立ち入らないようにしてください。 

 

 （7）宗教活動  

・施設内で他の利用者に対する宗教活動、政治活動及び営利活動はご遠慮くださ

い。 

 （8）動物飼育   

・施設内へのペットの持ち込み及び飼育は非衛生的と判断された場合はお断りい

たします。 

 

１９. 秘密の保持と個人情報の保護と書類の説明や同意方法について 
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(1)利用者及びその家族に関する秘密の保持について 

1．事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」、「個

人情報の保護に関する法律についてのガイドライン」及び「医療・介護関係事

業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切な

取扱いに努めるものとします。 

 

(2) 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という）について 

1. サービス提供をする上で知り得た利用者及びその家族の秘密を正当な理由なく、

第三者に漏らしません。 

2.この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。 

 

3.事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、

従業者である期間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保持するべき旨

を、従業者との雇用契約の内容とします。 

 

(3)個人情報の保護について  

1. 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等にお

いて、利用者の個人情報を用いません。また、利用者の家族の個人情報についても、

同様の取り扱いとします。 

 

2. 事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙によるも 

のの他、電磁的記録を含む。）については、善良な管理者の注意をもって管理し、ま

た処分の際にも第三者への漏洩を防止するものとします。 

 

3. 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開示するこ 

ととし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求められた場合は、遅滞なく調

査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を行うものとします。(開示に際し

て複写料などが必要な場合は利用者の負担となります。) 
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(4)書類の説明や同意方法 

説明・同意が必要なものについては、利用者の意向を踏まえ、電磁的記録による対

応を行う事ができるものとします。事業者は、電磁的方法により同意を求める場合には、

あらかじめ利用する電磁的方法の内容（電子メール・ウェブ等）及びファイルへの記録

の方法を明示し、書面又は電磁的方法により同意を得ます。 

 

２０．事故発生時の対応について 

事業者は、利用者に対するサービスの提供に伴って事故が発生した場合には、

速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

事業者は、サービスの提供に伴って、事業者又は職員の責めに帰すべき理由によ

り利用者に損害を及ぼした場合には､その損害を賠償します。 

 

２１．損害賠償について 

    当事業所において、事業者の責任により利用者に生じた損害については、事業

者は速やかにその損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様としま

す。 

   ただし、その損害の発生について、契約者に故意又は過失が認められる場合には、

利用者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、事業者の損

害賠償責任を減じる場合があります。 
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令和  年  月  日 

 

認知症対応型共同生活介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護施設サービスの

提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行ないました。 

 

説明者 

社会福祉法人 寿清会  

        グループホーム  笹森の屋 

          職 名 

              氏 名                印 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、認知症対応型共同生活介

護及び介護予防認知症対応型共同生活介護施設サービスの提供開始に同意しました。 

 

     利用者 

               住 所 

氏 名               印 

 

利用者代理人（選任した場合） 

           

住 所 

氏 名               印 

 

身元引受人 

               住 所 

氏 名               印 

 


